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○富士見市移動支援事業実施要綱 

平成１８年９月２９日 

告示第２２４号 

改正 平成２１年３月３１日告示第７５号 

平成２５年３月２９日告示第１０４号 

平成２６年３月３１日告示第１５０号 

平成２８年３月３１日告示第６９６号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第８号に規定

する移動支援事業の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

（平２５告示１０４・平２８告示６９６・一部改正） 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、特別の定めのある場合を除くほか、

法において使用する用語の意義の例による。 

（平２８告示６９６・一部改正） 

（移動支援事業） 

第３条 移動支援事業において行うサービス（以下「移動支援サービス」という。）

は、次のとおりとする。 

(１) 社会生活上必要不可欠な外出の際の移動支援に関すること。 

(２) 余暇活動等の社会参加のための外出の際の移動支援に関すること。 

（実施方法） 

第４条 市長は、居宅介護を行う事業者のうち、指定障害福祉サービス事業者、基準

該当障害福祉サービスを行う事業者その他の適切な事業運営を確保することができ

ると市長が認める事業者であって第１４条第１項の登録を受けたもの（以下「移動

支援サービス事業者」という。）に移動支援サービスを実施させるものとする。 

２ 前項の規定による認定の基準は、別に定める。 

（対象者） 

第５条 移動支援サービスを受けることのできる者は、本市に居住地を有する障害者



2/14 

等（法第１９条第３項の規定により本市以外の市町村が支給決定をしている者を除

く。）又は同項の規定により本市が支給決定をした本市以外に居住地を有する障害

者であって外出時の移動が困難であると市長が認めるものとする。 

２ 前項の規定による認定の基準は、別に定める。 

（他の法令による給付との調整） 

第６条 移動支援サービスは、法の規定による給付、介護保険法（平成９年法律第１

２３号）の規定による給付その他の法令に基づく給付であって移動支援サービスに

相当するものを受けることができるときは、その限度において、行わない。 

（利用の申請等） 

第７条 移動支援サービスを利用しようとする障害者又は障害児の保護者は、移動支

援サービス利用申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の場合においては、当該申請の内容を証する書類を添付しなければならない。

ただし、市長は、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認することが

できるときは、当該書類の添付を省略させることができる。 

３ 市長は、第１項の規定による申請書の提出があったときは、移動支援サービスの

利用の可否を決定し、移動支援サービス利用決定・却下通知書（様式第２号）によ

り当該申請者に通知するものとする。 

（利用決定の有効期間） 

第８条 前条第３項の規定による利用の決定（以下「利用決定」という。）は、１年

以内に限り、その効力を有する。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、

この限りでない。 

（利用時間） 

第９条 利用決定を受けた者（以下「利用決定者」という。）は、１月につき３０時

間以内の範囲内において、移動支援サービスを利用することができる。ただし、市

長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

（利用料金） 

第１０条 移動支援サービスの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の金額

は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(１) 主として身体介護（利用決定者の身体に直接接触して行う介助等をいう。）
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を伴う移動支援サービスを要する者 １回の利用につき、３０分未満は２００円、

３０分以上６０分未満は４００円、６０分以上９０分未満は６００円、９０分以

上は６００円に３０分単位で１００円を加算した額 

(２) 前号に掲げる者以外の者 １回の利用につき、３０分未満は１００円、３０

分以上６０分未満は２００円、６０分以上９０分未満は３００円、９０分以上は

３００円に３０分単位で９０円を加算した額 

２ 利用決定者が同一の月に受けた移動支援サービスに要した費用の額の合計額が、

当該利用決定者の家計に与える影響その他の事情をしん酌して別に定める額を超え

るときは、前項の規定にかかわらず、当該同一の月における移動支援サービスに要

した費用の額は、同項の規定により算定した費用の額の１００分の１００に相当す

る額以下の範囲内において別に定める額とする。 

（平２１告示７５・一部改正） 

（変更の届出等） 

第１１条 利用決定者は、利用決定を受けた移動支援サービスの内容に変更があった

ときは、その日から３０日以内に、移動支援サービス利用変更届出書（様式第３号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 利用決定者は、利用決定を受けた移動支援サービスを中止しようとするときは、

速やかに移動支援サービス利用中止届出書（様式第４号）を市長に提出しなければ

ならない。 

（利用決定の変更） 

第１２条 市長は、前条第１項の規定による届出に基づき、又は職権により、利用決

定者の生活の状況その他の事情を勘案し、利用決定者につき、必要があると認める

ときは、当該利用決定者に係る移動支援サービスの内容を変更することができる。

この場合において、市長は、その旨を書面により当該変更を行った利用決定者に通

知するものとする。 

（利用決定の取消し等） 

第１３条 市長は、利用決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用決定を

取り消し、又は期間を定めて利用決定の全部若しくは一部の効力を停止することが

できる。 
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(１) 移動支援サービスを受ける必要がなくなったと認めるとき。 

(２) 利用決定の有効期間内に、本市以外の区域の市町村に居住地を有するに至っ

たと認めるとき（利用決定に係る障害者が特定施設に入所することにより本市以

外の区域の市町村に居住地を有するに至ったと認めるときを除く。）。 

(３) 虚偽の申請をしたとき。 

(４) 虚偽の利用をしたとき。 

（移動支援サービス事業者の登録） 

第１４条 移動支援サービスを行おうとする事業者は、市の登録を受けなければなら

ない。 

２ 前項の登録は、３年ごとにその登録の更新を受けなければ、その期間の経過によ

って、その効力を失う。 

３ 前項の登録の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条におい

て「登録の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する決定がされな

いときは、従前の登録は、登録の有効期間の満了後もその決定がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

４ 前項の場合において、登録の更新がされたときは、その登録の有効期間は、従前

の登録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

（平２５告示１０４・平２８告示６９６・一部改正） 

（登録の申請） 

第１５条 前条第１項の登録を受けようとする事業者（以下「登録申請者」という。）

は、移動支援サービス事業者登録申請書（様式第５号）を市長に提出しなければな

らない。この場合において、市長は、当該申請の内容を証する書類を提出させるこ

とができる。 

２ 前条第２項の登録の更新を受けようとする移動支援サービス事業者は、移動支援

サービス事業者登録更新申請書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（登録の実施） 

第１６条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があったときは、次に掲げ

る事項を移動支援サービス事業者登録簿に登録しなければならない。 

(１) 事業所の名称及び所在地 
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(２) 代表者の氏名 

(３) 登録年月日及び登録番号 

(４) 登録期間 

(５) その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、当該登録申請者に対し、遅滞なく、

登録年月日、登録番号、登録期間その他必要な事項を書面により通知するものとす

る。 

（登録の変更の届出等） 

第１７条 移動支援サービス事業者は、第１４条第１項の登録を受けた移動支援サー

ビスを変更し、又は廃止し、若しくは休止したときは、その日から１４日以内に、

移動支援サービス事業者登録変更・廃止等届出書（様式第７号）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出書の提出があったときは、その内容（移動支援サ

ービスを変更し、又は休止した場合に限る。）を移動支援サービス事業者登録簿に

登録しなければならない。 

（移動支援サービス事業者登録簿の閲覧） 

第１８条 市長は、移動支援サービス事業者登録簿を一般の閲覧に供するものとする。 

（登録の取消し等） 

第１９条 市長は、移動支援サービス事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、

その登録を取り消し、又は３月以内の期間を定めてその事業の全部若しくは一部の

停止を命ずることができる。 

(１) 第４条第２項の認定の基準を満たさなくなったと認めるとき。 

(２) 不正の手段により第１４条第１項の登録（同条第２項の登録の更新を含む。）

を受けたとき。 

(３) 適切な事業運営を確保することができなくなったと認めるとき。 

（登録の抹消） 

第２０条 市長は、移動支援サービス事業者が移動支援サービスを廃止したとき、又

は前条の規定により登録を取り消したときは、当該移動支援サービス事業者の登録

の抹消をするものとする。 
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（利用料金の帰属） 

第２１条 市長は、利用料金を移動支援サービス事業者の収入として収受させること

ができる。 

（市の補助） 

第２２条 市は、予算の範囲内において、別に定めるところにより、移動支援サービ

ス事業者の行う移動支援サービスの実施に要する費用の一部を補助することができ

る。 

（その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、移動支援事業の実施に関し必要な事項は、

別に定める。 

（平２８告示６９６・一部改正） 

附 則 

この告示は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日告示第７５号） 

この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日告示第１０４号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日告示第１５０号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第６９６号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第７条関係） 

（平２５告示１０４・一部改正） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第１１条関係） 

（平２５告示１０４・一部改正） 

様式第４号（第１１条関係） 

（平２５告示１０４・一部改正） 

様式第５号（第１５条関係） 

（平２５告示１０４・平２６告示１５０・一部改正） 

様式第６号（第１５条関係） 

（平２５告示１０４・一部改正） 

様式第７号（第１７条関係） 

（平２５告示１０４・一部改正） 

 


